
Ⅰインドの第４次５カ年計画の新戦略について（以上第10巻第９号）

Ⅱ「問題州」の第４次５カ年計画について
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調査をますます必要とする時期にはいっているといえよ

うが，とりあえず，現調で得た資料，インヲピューなど

にもとついてタミル・ナー F州とケララ外！の21刊に限定

してその第4次計1t11j案をめ寸る事情とその特徴を略述し

ておきたい。

ト DMK新政府の政策

ノJ ミ，~， .ナード川（In名マドラスチ1・I）はラ独立！砕から

52年頃までに訂相が31,i1も交代し第1回総選挙（52年）

では会議派が過半数の議席を得られないなど，政権が必

ずしも安定していなかった。が， 52年に C Raja耳oμ，ト

lacl,aria （ラジャジもしくはCRと略称されてし、る〕が

第2）欠ラゾャゾ内rmを成立させてから磐、速に安定し，イ

ンド諸外｜のうちでは，会議派の政策の安定度，行政の能

率，穏健な経済政策， 仁業f七の進皮，などで最もすくれ

／こ州内ーっとされごし、／ニィ Lたが，て， 67>J牟の第4[11］総

選挙で，会議派が大きた敗退をしてDMKが第 1党にな

ることなどは， DMK自身も合めて，いずれの選挙予想、

も予期しなかったものであっとい 1)0 正ニれほどの逆率、劇

は， fンド総理挙史上みぞろ守あり，それ自体多くの人

つ関心をひきつけることである仰心。また，このDMK

の性絡をめぐって．日本の研究者の聞で評価が必ずしも

－致しておらに DMKの研究方、、っそヲすすめられて

よU、であろろ，しかし，本稿l主，。ii穏につ， ；いて， 5ヤ

年計開案の内ギ干の検討に限定したい。

はじめに，第4次5カ年計磁案の内容の検討をする前

に、 DMKのかかげる政策の特徴は何か，について，選

挙公約と選挙還のやりわを検討しと述へておく必要はあ

ろう。

DMKがその結党以来，故アンナードライ（C.N. 

Annadurai）党首を中心lこ主張してきたことは， l七f;, 

Fの「帝国主義的圧迫jに抗して，荷インド人の文化的，

物的利益を守るということであるo そのおもな具体的内

容は，タミル諮とタミル文化の保護・発展（ヒンディ請

の公用語化への反対），南イシド人特にタミル人の政治

的権利の拡張，そして物価縫食への反対である（目 3）。

57年の第2回総選挙にはじめてDMKは出馬したが，

その時の選挙綱領における主張は，南諸,J,fi に対する ~LuJ

支配の廃止 Ci有諸外！の分離独、刀，ヒ〉ディ議の会期J吾

｛七反対，南インドをもっと優遇した5カ年計画，おもな

生産手段の国有化（これらは州政府の権限ではなしう，

土地保有の上限制限，カーストと階級のなU、社会の設立，
.,i覇E
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2. 

11喝Im州Jの（お 4次5カ-rhH11司iこっし、て

1泊稿（『アジア経済』，第10巻第9号， 1969年〕で， イ

ンドの5カ年計画の戦略が， 60年代後半のインドの経済

的危機＼の つの対応として， 連の政策分聖子で[Ifニとさ

れつつある円をλた。他方、 イL’ド諾州・le-I主， 67年の第

4次総選挙で「非会議派」政府が生まれ，州、｜レベルの5

カ年計画の政治的前提が大きな変動を示しつつある上う

L:.,l,~.われる タ： lレ・十一戸外i（！日 fドうス，J-11）でほ，

かつて Dra,・idasthan（ドヰヴ fダの国〕として南イン

ドが「北インド帝国主義jから独立すべきことを主張し

ていたDMK党が単独政権を成＼＇f.させ， ～ララ’!Hでほ，

イL ド共産党（ ？＇レケス主義〕 t，ど7党による「｝又会議

事f<J政府がつくれれ，今迄のイ Lド5カ年計画のあり方「

と「根本的に対立するアプローチ」による代案（後掲の

Alternate Policies・…・・）をボすなどしている。こ.hc, /J) 

州以外ても、 「中央， f吋1-1ともに，全行政分野にわた勺

て政策川両性を前提にしてきた IC後掲ケララ外｜の『第

4次5カtf'.,H-画（案）』に上るインドリ十両委員会と，l十断の

批判〕ようなイ／ド5カ年計画に対台ーする領Ji'，］が顕彰に

なりつつある。的年2JJ Iこ新政Jff仏一翼統一戦線政府〉

を成立させたべンガノレ州もその傾向の一つである。

ここに，インドの5カ年計画の実態は各州レベルでの

めじl土

II 
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などであった。

今次の選撃において主張したものは，ヒ：ディ謡土！とff!

化反対（タミル語の保護・発展）‘物価の安定，大企業の

閑有化，土地改革の推進，州の権限の拡大，外資依存へ

のJさ対可工業化の併i色 「社会主義！の埋没などであっ

吋～。
4れらのうち，今次選挙中にDMKが最も訴えようと

、かつその隣国，:T〕ーっとな♂ Jた（目1＇ものが，物価問題

であったといわれる。もともと DMKは 物価問題をか

たり l以前から大さぐとりあげてきた政党である（It5、。

llMK管員討中常に熱fl:FiJであることをtヲて上〈勾lら

れているが，今次選挙中の物価問題のアピールの仕方

が， DMK＇：止の熱心さと綿織りと続 11＇’と乞深〈印象. ）け

た（/l6 l，，たt：，こ三での r:~題；士、どのよ円な実際の政策

がi可能かということである。この点について， DMKは

いじめ＇ 3 ／ゾャーの米を 1.1Lピーで売る E約束しだ，

ところが，選挙選も後半になってかに，それがあまりに

非現実的ということから， 1メジャー 1ルピーに切り換

えなのてあ乙，，このこと！＇ I体、 DMKの政策のあい土い

己主を示唆している。

物価問題ばかりでなく，大企業の悶有化，外資依存へ

し＇） Iズ対なc!:H，中，Jと政！j,fの権l；民事項であり，その実税法

どうしたら行ないうるかとし、う方法の問題は提起されて

Lな U、川であ込。三うして， DMKCl経ィ持政策ft体系的

ーら，般国と Lfこ1ので i＇ないと思われる。

しかし， DMKが政権についてから，いくつかの点で

経済政情上の I進出Jがあっ之ととは否定できfよい。：安

〆ンナードヲ f首相が6丹年秋（乙 D'¥IK11を府の功績のお

もなものは，タミル認と文化の発展に尽したことと，マ

ドラスHIを’J ：ル・ナー i了に改称、しえと土であるとレ ＇）

たことJ土，日fj（）かに「古筆啓jである。

その第1は，物価政策である。注目された1メジャー

の米1/I,,ヒ・－－（＇）政策は， DMKが政権について訟カJJ後

に7 ドラス，コイ Lパトールl可市 F実行に移された。こ

れにより配給米は2級品（second sort rice) Iキロ当た

り66ナヤパイセーになぺ危。同年G、7JJ 以来ずっとゴj

,J+lfこおいては米価は急上昇をし．かっ収穫期にはし、ず〉て

もそれは下落しなかった。そのため，闇市場ではキ口汚

／こりの小売価格はJ等－米辻2JL・ ピ－80ナヤバイでー乃＇t,

3！レピーにおよび、ピ、ルマ米〈粗悪米〕でさえも 1ルピ

ー25ナヤパイセーもしてきた。だがDMK政権は多大の

財政的負担にもかかわらず， )ifij市』こおいと上記の政策を

断行したので、ある。これに上ってたとえば68年度におけ

126 

る財政負担は8000万ルピーにのぼるのである。外｜の財政

lこ土つては8（的。万fレピーは大きな負担である。

DMKがその選挙政策におU、て最も重点をおL、た低物

価政策は，以上のほかに特にみるべき政策はとられてい

ない。；己＞k物価政策なるものは,J,[-［の地方的政権が有効に

とりうる政策ではあ円えない。その上うな政策において

DMKが非常に力を入れたという点とそDMKの経済政

策の性絡をよくいUイ乙わLてνる。あえてDMKが行な

っ失その他の物価政策といえば，スーペーマーケットを

大都市に10カ所ほど設立したことぐらいであろう。

つぎ仁‘固有化政策であるが， DMKI士銀行，パス，

その他の大企業，映商館などの国有化を主張してきてい

るが，本来外｜の政権がとりうる固有化政策は非常にかぎ

られてレるものであるの実際tこEられた国有化政策のj:

要なものはパス運輸の国有化である。マドラスリ、Hのパス

運輸のl可{ff七はDMKがF士権をとる自白はおよそ25%であ

J 》！・ とL、われ

に余i本の75%を閏有化に移したo それには政治的な背景

をtっ口、る上うにも思われる。すなわちパスの終営？？

はほとんどが，会議派の支持者なのである。

DMKは，耕作者逮の保護のために，土地改準法の被

け道をなくす，と主張してきた L現在でも主張Lてνる

が、実際のととろ今滋なんらのみるぺき政策もちたれて

いない。なお， DMK党の有力者，カリヤナスンドラム

氏は農業労働おに凋して次のように述べている「ミラス

ダール（地主）の独裁性を止めさせたい。特に農業労働者

の勝手な解雇を制限したい。そして農業労働賃金を引き

上；）たνぷそのさν外！の政府を通じて，農業労働賃金を

州内－i舎に決めたいと思っている」 (I)7）。このような政

策が実現可能性をもっているかどうかは別としてDMK

の性格合ある程度表現しているものと忽われる。

農業政策については，まだ，ほとんど進展がない。地

租政策，供出制度に多少の変更がある。地租は， 68年度

かん非溝萩地では撤廃された。ちかく，港政地でも撤廃

されるはずである。しかし，地租撤廃は，会議派も決定し

てし、たとと（66{f10月， TamilnadCongress Committee) 

であり，かつ，他4・Mでもその撤廃傾向がー鮫的である。

したがeゾ C，この地租撤廃がDMK独自のものであると

i土し、L、ヵ：Fこし、。

なお，マドラスチMの会議派は，地主，とくにタンジョ

ール地方（タミル・十一ド州の米倉地帯）の大地主と密接

な関係にある。後者はほとんど会議派の支持者であり，

会議派政権による土地改革も著しく寛大であった。しか
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これにフきかえ， I>MK』まそのような密綾な煎f,fsを

もっていない。逆に，インド共産党（マルクス主義〉と

も選挙、指定を結んで，タンジョールでは主主名の農民謡重b

m指、持者の共産党立侯締者合、！？選させたっ東部タ Lゾョ

ールで67年秋以来，農業労働者の労賃引上げの争議が続

発しているのは，このDMKの地むとの関係，そして共

庵党活員の湾出ぬきに考えられない＇ fi,8i。68年12月25H

の東部タンジョールのキーラヴェンマニ部落（ハリジャ

L農業労働者の部落〉の地主による42.人焼殺し事件は，

DMKポ， 「われわれは下層のものの味方であるJとい

う公営によって，下層のものの期待を高める一方，逆に

l山主の動きにたいして迅速な措毘をと「pなかったとい

円， !JMKの中間的態！支に上るとさろが大きいの

67年秋に，農業労賃，とくに収穫労貨をめぐる令識が

激しぐなっ三ので， 67年から68年iこかft.て， DMK政府

i土，地主，守宅業労働者一の聞で協定を結ばせて，収穂労賃

の引上げをとりきめさせた。このため，これにしたがっ

て，地主が工り高L、労賃を私ちようにた寸たが，争議に

たってもこれを守らぬ地主も多かった。その典型が，イ

リンエョール（Irinjore）村の地主ゴパラクリ、ンュナン・

十イドゥ「会議派内地方役日下もふる）が総挙直：殺に組

織した地主問体，米生産者組合（PaddyProducers' As-

sociation）に属する地主であった。イリンニョール村か

ん1マイルしか隊九ていなヤキーフヴェニ7 二部落ellハ

リジャンは，この地主団体とその膳用暴力団（その財源

は，会員地主からの 1エーカー当／ニり旬刊）Iレピーの会費

である〕か「〉，良ti:組合から脱退L、争議を行なわない

ことを迫られていたが，それを拒絶してきたことがつU、

に焼殺し事件に発股した。これがキーラ ＜＇l工、／マニ事件

の背景マある。三の事／lは，以上(T)上ちに67ヰーからの事

態の推移からみれば， DMKが，この地主団体の活動を

抑えず，他J-；労働争議の続発の条付ーをつくったとャう中

間的態度の結果である＇.，パ 9）。将来噌 DMKが地主との

関係を，従来の「放置jから緊密化へ，あるいは対ーなへ

と，どちらに進んでゆくか不詳であるが，少なくも，今

までの会議派と地主との関係から少しは変わってゆくの

ではなかろうか，と思われる。

州の渚限強化tこフヤては， DMK，主外交， IT-Jli7j，その

他通信などを除いて中央政府は他の権限を州、｜の権限に移

すべきであると主張している。すなわち経済叶阿につい

ても， Hiが独自のオ画を作る権限をもっ，ζきである，と

主張しているのである。この場合中央は州が決めたこと

をアフ内／レー〆しかっ援助するのみでよL、ということ合意

！時Jしているっ

ただし，その言動上の激しさ，とくに政権につく以前

の中央政府批判に比べて， DMK政権は中央政府に対し

て強u、批判をほとんどしていない。中央政府との「対決」

を避けて，むしろ関係がうまくいづていることを強調し

ていることに皮肉をあびせる論調もあるが（注M，しかし

,J,¥J自治権をピよじ上に拡大しようとしていることは杏め

なヤ（注目。この傾向はむしろ，全インド的傾向である。

2. タミル・ナード言，111の第4次 5カ年計画案

(l) 許画作成の機構について

DMK政権下のタミ yレ・ナード州の 5カ年計凶のil案

i極限i主，会議派政権時代と同様である。すなわi それ

は西ぺンガル州、｜やケララ州政府等とちがい，外｜の大蔵省

の管轄下にある（汁121。最終的には大蔵省の事務次宮が責

任さもつものであるが，事務次官の下にある言Ii衛担均百！J

？事務次官（DeputySecretary (Planning）第4次計闘案

作成待にこのf壬にし、たr.・1土30代の IA Sである〉がt11当

してU、ど〉ものであ乙。

第4次計画の場合この立案作業は68年の7月から始ま

り同年11月に終了Lた。1;11］事務次宮は20数例の Worki時

Group~各問閤別に設立させ，この委員会におのおの管

轄の項目につき報告書をまとめさせた。

＊委［1会仕事務次官，符のiふなんびにその他の高行，

合；n-10人ないし15人からなるものである。これ九の委員

会はおのおの 2カllのう九に報件寄？を提出し，これをも

とにしと大蔵符の事務次官がそれを主とめて5カ年・;1＼爾

の原案を作戒した。

(2) fド次，；＼ i高

66年から681"¥三までの

繍を示せば次のとおりであるο

（単（守；億ノレピー）

6.61 7. 97 （予Af_!) 

この内訳について66年から67年にかけて，つ主り会議

派政権がらりMK政権に変促したl時点を比較するなら

ば，増大した項目は農業生産，発電，大・中工業，福祉事

業などである。このうち特にめだったものは大・中工業

でありおよそ 3倍（1100万ルピーから2900万ル♂ーへ）に

増大しているのは注目してよい。というのは，大・中工

業はインドの 5カ｛f'-計pl1ii乙おャては，本来，中央政権の

127 
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管棺＇11；項でかく〕の』二，ノ？後州政府がみjのミら主主FしてL、

こうとする方向がここに明瞭にみられるからである。こ

の}JI占］は， f者連のとおり当1Hの第4i7:,n画案にもひき d ) 

がれてゆくものである。逆に減少した項目は灘萩，協同

組f「，村落・ J、工業1 手織業技術教がなど：あり，こ

のうち特に協向組合（1000方ノレピーから6007iルピーへ〉

は半分ちかぐに滅少してヤる｛竺こで；主管す，士きことは，

Wii,,J温合日公業派グ）惚点であ》たということご、ふる。 4二

のようにたしかにひMKが政権をとってから多少の変変

が，hるとし、 7三と ftIJIJらかむあるがその場合かなり政治

的考慮がはたらいでいるように思われる。

第4九；｜画案の内容と特徴

つぎに第4次計図i案のおもな内容についてふれてみよ

うつl:I)。

まず農業であるが，現在の米の生誕水準は 6,lO万トン

であろ。第4次，thiliiの目標は l人当たり 11118オンスを

L、Nt子IOljトン代：1：沼万トンを合的舟（）（）万日一の生内角

を目標とする。ただし，目標達成率が 100%とはいえな

しん立のさ Iぎま九行慮を し －・－Le/,I l標I;附｝万ト J

にfンフレートして設定している。つまり 5年間に50%

:!f'l 1: ＇・、うきわめて f Lピシ γスな百！？：十かかけてι、る！

その方法はどとしに多収穫品積（HighYielcling Variety) 

の導入と肥料の増怜およびj笹｛伐の拡張であ九

二汀う t,'f.，収穣ιlifiの中心i；なすL•II/土AlJT 'J:/で.（，，

るCil4¥i墾慨については濃向井戸の穏化に力を入れるし

す.＂i:hち， J¥l(fヲ ル・ナ－ H刊にj；ける潜，¥El｝！，戸はりり

万個あるが，そのうお40庁個が電化されている。昨年度

か「y年率』こして257Jf，＇の電化をはか｝ごきて‘ J が第i

次けi帽も毎年5万台電化する予定である。井r1 1側主iた

りのその総費用は5000tレピーゃある （電化きわてし、t;

b‘i十i＇の港内面積ft.I十戸 1fl,\J~ ＇ i たり l f ーカ」しT）進税／；・

可能であるがこれを電化することによって 1何百たり日

エー也ーを;tr:慨すろごとが，，J能となる 1

従来電化資金は州政府の資金融資によって行なわれて

しと.＇J>,6R司会度か，－111政府内『託金ではt;く Iillld ]¥.1nrl-

gage Bankと Agro・Industri剖 Corporationをつうじ

て行なわれるようになった｝竺れによ－，て州政府のタtJI!

lエ .；）~＇！＼＇士に粍滅され t うとしご＇·＇る（この上うな I（（接的財

政援助から金融（（］問機的援W；への転換1:t，上見{E, 1: 1;., 

Fi'r1Jl県象 Cふる）。 二）1,は第4次，H-Jihitこはじめ：始ま》

たということではなく，たとえば67年度においては，政

府がti（）（）（）万！レピー，出1行などが2川O方少しピー〔・1.mしf千円

に対し68年度は銀行が 1億2000万ルピー全額を負担し
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次に発電であるが，タミノレ・ナード州の場合， 95°ちの

けが「遺化！されてL、る。発電量とその需要の関係者fみ

ると，第4次計画I中マドラス州は供給は十分である。し

たがって，発電言ll由jにおし、てDMK政府は特に新しし、，n
閣を実行する必要はない。

工業につかては、 DMKl土特に大i；業iこ前点をおし、て

多くの計簡を手がけはじめるめまだ具体的プ口ジェク卜

は明確ではたいが，州政府が直接に丁会業の投合会を実？ご？す

る〆〉もりである。小川模工業につU、ては，会議派政権II年

代のJ十闘を延長して工業用地（DevelopedArea）と工業

1;111也の設立をヲi続いて実施するつもりである。

つぎに社会サーピスについてであるが， 64年以来γ ド

サス州でfJi;fill年目まで無料教育が実施されている“

日～11歳までほぼ全部が学校に登録されている（91%λ

全身守的にγ ！？ラス川の教育は全イン！？的にみて進んでお

り，大学教古および段術教育（医学生も含む〉について

も十でに量的には飽和状態に到達しており今後は量的に

Jf"／大せず間半JIこ発i民主せるという方針であるけ

住宅政策については，特にスラムの改善のため今まで

のS｛吉の資金を使ら予定である。

以上みたように， DMK政権下の新しい5カ年計簡集

は広本的にit，会議派政権時代の延長としてf¥'I：蜜づけれ

れ上う。 iふ議派政機時代との畑違l土第1に農業増産政策

において州政府の直機的負担からぎまざまの金融機関の

Ff全を利用Tた援助へとL、う移行がみられるη しかLた

が人これは金インド的な傾向である。第2に大工業に対

しどりl¥,fJ＜政権はfr干の積極的な定勢をみせ亡いるのこ

の点は確かにDMK政権の計画の方向を示唆しているも

（／）と思われる。

：引Hの会議派前政権の5カ年計聞の工業化政策は，民

間部門による工業の設立を奨励し，政府はもっぱらぞの

允めのインフラストラクチγー，なかでも不足しがちの

電力に重点をおくというものであった。 DMK政権は，

この上うた政策かん手歩出る可能性が強いりそれは、す

でに述べたように， DMK自体，民間における独占の形

吠どくに北イン！？資本の佼人にたいLてある穏の反感と

ても1,.うへき姿勢をもってし、ること，場合によっては，

大企業が会議派の勢力の支給であ円たこと，さんに，地

) J，教育などは，前政権の成果としてすでに十分にはり

つつある段階にきていること，などを契機としている。

その只イ本的あらわれとしし工業の分野への支出の明大，

特に州営ブoロジェク卜の遂行がみられることは注目して
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よいであろう。しかし， 「会議派の r社会主義』は望者富

の増大をもたらしたj，「われわれは，よ 9忠実に社会主

義をめざす」（証15）という DMKが実際に今後どのような

「社会主義」をすすめるのか詳細はまだ困難である。

ただ， DMKは，会議派とちがい，中，下婦の大衆に支

持されてお十）, ＇充足も（一般的印象 tこ反しり学生など

若いインテリ惑を多く擁し，かっ，党組織もかなり民主

的であるo 大衆返重力のw;：点，反ブラ一；：；：ン主義（際なる

反ノマヰモシ？な〈，むしろ反カーストボ義である〉の伝

統がある。 4の結果どして党勢が伸びた以上，大衆の期

持を裏切ることt工自殺行為とたるとU ろと.）：：でもある。

そういう点で， DMKが政権を強化，安定させてゆくた

めには経済政策もしだし、に会議派時代左翼実的内容をも

ってゆかざるをえなし、。

（注 1〕 第 2H-i点4回世f反挙σ、結果t.t つぎ（／） ＇：お

りである。

r~－ 2 回（叩~I竺型；~2fJ~－~回」：：~
I , '"'I得手数議 ！得：；＇＼数 1 ' PJ烹数蟻！？数円；入， I議 I,¥'；数i ／濃い霊安！？I ti，号。）円｜円。H 吋（%）

n M K I d 12.sl 5ol 幻 11 1381 41.2 
？： 議派｜ 1511 45. 31 1：湖 46.ll 49 
スワタン！ I I -1 I L五常｜ ~i ーj 61 7.8J 201 5.0 
fント事、 l I .I ..J 

書室党 i 41 7.4J 司 7,71 ~~1 一
月左派 i -I -I 寸一｜ 1引 3.9
同右i1F:I I 寸 ーイ -J 2j 1.8 
その他と｜ I Al .rl I 

｜鉛51100.01 206 100.0 23割 100.0
も計 l I ぺ 「 j I 

（注2〕 The Hi町 lust=Times紙のマドラス散在

員の K S. Ramanujamの 安 審 TheBig Change 

(Madras, Higginbothams, 1967）が，総選基幹の議後わ

ずかの日数しか終ず Lて出版されfこごと（序文社昨年

3月15日付で，士れは総選挙の日から 3週間弱しか経

てない）にもみられる。ちなみにこの本は，なぜDMK

が任勝し乞かを耳えるだめの一助に，という意図から，

DMKの行なってきたこと〈食糧，物価回J返のキャン

心ン， fitンヂ 4語運動など）， DMKの吃肴7ンナ

ードライの言動と人柄，ラジャジの役割，会議派の言

fiJ・政策など仁ついて，ジャーナリストと！て見認し

たことをとり急ぎまとめたものである。したがって，

叙述も体系的でなく，また，各寧とも，特派祭として

著者が送った記事の再録によって事実関係をうめると

いう形をとっているので必ず LもDMKの全体橡が明

らかにならないが，その出版の異例の迅速さが注目さ

i：ょう。

（注3〕 ヒンディ譜公用化に反対して何年1月に，

2人の党員が焼身自殺きえしたことは， DMKのタミ

ル諮擁績がし、かに熱心であるかを象徴している。よれ

と対照的に，州会議派の態度は， L、かbこもおざなり

（あるいは単なるゼスチャー）だ，という印象をタミ

／し人に与えた。 7：とえば，当時us年 2月初頭，反ヒ γ

ヂィ語運動の激化のときに，タミノレ・ナード出身の中

央政府閣僚 C.Subramaniamと 0.V. Alagesanは，

公用語政策を不満として辞表を提出した＠しかし，シ

ャストり跨紹か，ヒンディ語を唯一の公沼語に移行す

るのはインド ~J+I が賛成した時にのみ行なうように法

的婿震をとりたし、，と約束すると宇〈吊辞表を撤回 L,

Lかもその後三の約束が反省にな.，ても中央政府内閣

にとどまってきた。ふのことなど，多くのタミ凡人に

そっては，かi1九州会談派は中央会議派の：単なる支部

であり，州の軍JJ主主を守ろうとしない。そして， タJノレ

人の1司IJ｛，品より権力の矛IJ益を優先している，との印象を

与えたといわれている。当然のことながら， DMKは

者14次総選挙戦中に，このことを引きあレに出した。

なお， DMKのもう一つの旗印である南インド独立

法如、（Dravidasthan）は， 62年の中印紛争を機仁，今

では完全に放棄している（現在は，州の権限の強化を

ヒ娠し口、る。この主張は，ケララ州はもとより，他

の鰭州でも大なり小なり主張されていることである〕O

Ramanujam U Theβig Changeにおいて，次のよ

うに評価している。 「この望書求を放楽しはじめる過程

: t，実際，ず J J：早く， 1957年頃かん始まノていると

信ずるにたる十分の理由がある。」（p.212) 

（注4) ランヤジもそれがおもな理由であるといっ

ずいる。 K.S. Ramanuiam, p. 27. 

（注5) 筆者が海派員としてマドラスに滞在してい

た62年 7月19Ll, DMKによる物細騰貴抗議デそがマ

ドラス市ほか主著書都市で激しく行なわれた。その日，

¥J5似国白人ものずtRが逮捕されfほとであっf：；が， これ

と，その年の秋における分離独立構想、の公式の取下

けとは， DMKの勢力拡大に大きく資することになっ

t: 0 

〈注6) 特K，かれらは，今次選挙戦においては熱

心さと規稼とをもってグループをなして，次のよ号な

音韻豊かなタ 4ノレ語のシュプレヒヨーノレをして衡をね

り歩いて印象づけたと聞いている。

バクタパヅトサラ・アンナ｝ッチ一一一ーパルップ・ヴ

ィフイ・エンヲーッチ？ （ノ、クト p、ソトサラム〔外i首
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相の名〕お日ざん一一ーダ ペ，｝） !1!1段はどう It ，た；＞），

ヴヱ＇／ :hタノ マ・エン・＇ - ・／ 千一一ーヴェンガFγ ー・

ヴィライ・且 γナーヅチ？（ベンカタラーマン〔重要

な州閣僚の名〕お凡さん一一－:Itヰギの値段はどうなっ

た？〉，ア IJ＞・グィライ・エ／サーッチ？ ？’ f・ョ

ー・ヨー／（米の値段はどうなずらた？オ－ j- A- /) 

（注 7) 繁；者との現地でのインタピューによる。

（注 8) The Hindu紙のタンジョールの特派員は

同紙68年11月19日付で，つぎのように奮いている。

「パッケ J ・プログラムと多収穫品種の ADTZ/1こ

よっても t二 ( ・＂れたとこ λ7＞ヲタミ JI-・ナ c' n『米

合.ll,;Irンジ抱一ノレ地方の r静かな緑の革命』 Ll:全イン

ドばかりか，外国の農学者と政治家の関心をひきつけ

てきた。（カイ，この ruc'J ,y.命』の起こって、、るな

かで，過去 2；ドの問，東部タンジョール地方てはとく

に共産Jt（’ルクス主義）に上って r赤L、本ii/:t』がも

のすごい勢いで進行しつつある。」

「67年の総選挙で Nagapattinam,Tiruvarur, Kutta-

lamの巡挙［，：，で勝った共広 ・，：t(-zルクス玉 造）一一一

Kot知rよさ引λi;l:右派共i'r立か 1議席を保持 it二一一寸人

現与党DMK党との選挙盟約を完全に利用しつつあ

る。J

「現在， U活＇・；；働の権利と特権を規定し， i京殺1る法

規は，巾央v,IJ fHのも，：n、。J

「〔昨 11の’I、，ruvarurti '.[: c'J Poonthazhangudiで

の〕望書官による発砲事件を機に開かれ，労貨について

の決定をみた Mannargudiにおける三者開会議は，共

産党にたL！！ y，最初の叫ー営を与えて Lま I: <, Uつで

あった。 1 I，•＿.ノl のは，そ ，：／） ；，ぷ九日援務協苫合道徳

的に承認させることに成功 L，かつ，東部タンジョ

ノレ全域にわたって，一律の賃金引上げの採用に成功し

た。ふつうは，日雇労働の賃金は需要と供給の法則に

より決め，・， jしる。こうして， l昨年中， i可：：v：共産党は

〔三者会ぷを主催したとこんの〕歳入 HRevenue 

o伍cials〔コレクターを指すと思われる〕の援助でもっ

て，多くの場所で， Mannargudi決定にもとづいた貸

金を得るととに成功した。しかしながら，そ ilにもか

かわらず，’ノ；民争議は的年起こ・.たのであ＇），それは

多くの場 ｛，， J ノレタス主義系の万働者によるぷ》 fこ解

釈によるものである。j

（注9〕 その意味で， Fンジ aーんの地主の「DMK

は農業汚働おに一方的に主ii!B.I. jき’るj という 1司も，

逆にまた「IJMKと地主の合意Jという評価も，とも

130 

にitしくないと込！われる。

0110) Link, Jan. 5, 1969. 

C ttn) この点に関連して， 69年 2月の中間選挙結

巣についてカノレナーニディ州首相は次のように述べて

いる。すなわち， 「」tインド 4JHにおける中間選挙の

ぷ給取は，中央政府にたいしてっき’のような教訓iを与

えたのではなかろうか。すなわち，中央政府が強力な

『術関主義の武総』でもって非会議派政府をひっくり

i起すのは今後は無益なことである，と。……現在，中

央と外jの関係Li，各州でつぎつぎと起こる個別の tt:J~

にj心じて形成さ jl Jノつあり，このような一時的な特妹

関係を健全で，長期的なものにしていきたいのであれ

ば，中央政府は各州に擦賭なく自治権告と与えるへきで

ある。中間選挙ifvJ状況の下でU，ますますこのよう伝

川iI i合の必要か緊急になフてき口、るJo(TheHindu, 

Feb. 19, 1969) 

（注12) ケララ州については後述参照。ベンカノレ州

では，中央政府から特派された開発長官（Development

Commissioner）か＇rrtfiする。

(iH3) ;11 Eノν ・φ ード州の第 4(¥'. ,,I画案は入F

きなかったので，以下は計画i当局者とのインタピ品ー

にもとづく。

(it14〕 AD’r ',n:1,;11ンジョーんの Adathuraiffli 

試験場の開発 L／ニ交配雑種〈イノヂィヵと農林8号〉

川崎年からタンジ三ール地方 E作｛、jftを始め， 64;F

度に 200エーカ「 66年度に20万品ーカー， 67年度に

60万且ーカー（すなわち，タンジ aーノレの水田面積の

50%）と急速な昨及をみた。 ADT-27は在来種と緋「！

時J!)J，耕作法かはとんど同じでありながら， T.N.l 

なととちがって在来績なみの味で，かなり生産性が高

い。エーカー当たりの生産性は在来穏が約 1.5トンに

たいし，これは 2トン強の生産をあげている。 IR-8

Lt水の管理なとの肥培管理がむずかしく，立ちがれ仇

か発生しやすくタンジョールではまだあまり作付け δ

れていない。むしろ， IR-5の導入がすすんでいる。こ

れは 2期作目の品種（従来はおもにC0-25）として期

伐されており， 2）哲i作羽の増産政策Iiタンジョーノレで

はこの品種の針及がけ：心となろう G

（沿15) 「会議派の社会主義u，金持と貧乏人との

間の不公平をちぢめるどころか拡大 L，独占と特権を

通じて金持をいっそう金持にした。会議派は不適切な

計画支出と赤字財政とによって価格を引き上げてイン

フレをもたら L，貧乏人をいっそ 3貧しくしたj (67 
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年第4同総選挙戦にマドラスでアンナードライの述べ

たニルコ HindustanTimes, Feb. :¥ 1969). 

(fl) ケララ州の第 4次計画をめ〈っと

1. ケララ新政府の政策

ケララでは， 67年2月の第4間総選挙の結果，反会議

派・左派統一合戦線を結成した7党が全議席1:1:1のうち113

を獲得L, :1 /J 6日に連立政府を発足させたz

もちろん，これらの7党の性格，ひいては経済政策や

5カ年計聞についての主張は，相互に著しい相違がある。

そして連立政府成立後はそれぞれの党が、勢力の拡張

をめざして次Lい争いをしてし、る。それが 閃となっ

て， 69守二秋口、＇1連立政府の崩壊力2起こるのであ石が，本

節は，その連立政府存命時の5カ年計画案を検討し，「問

題外IJの川｜レベルの5カ年計閣の新しい要閣を脅えてみ

たい。

ケララのり一党7党問の1t惜の相違と対立はかなり大き

いのであるが，にもかかわらず， 66年秋，総選挙にのぞ

むにあたゥて 7党は共同選挙綱領をつくり，それはつぎ

のような内容をもったものであって明らかに会議派と基

本的に対立寸るような経済政策がもりこまれている。

まず冒頭一三ケララの失業問題，物価総長1主会議派イ

ンド政府の政策によるものであり，また，ケララリ十｜は5

カ年計闘において軽視され不利に扱われてきたので，＇ 1'
央政府にた，，、して強力hiT力きとがける，としている。そし

て， 7覚統 ネL線政府がIJX:立すれば，（イH+Iの依！被の拡張，

（ロ）中央政l(fにたいし，より多くの米を安〈；焼、＇ 'rてるよう

要請する。同時に州内での米の調達と配給を改正する，付

築地制度の改箪と未耕地の貧農への配分，（斗租税制度の

改革， (;ts)cf1央政府の公共部門i；業がより多くケララ州iこ

割り当てられるようにするとともに，州内の投資を援助

し奨励する，川労働者の諸権利を擁護する，と公約した。

67年5月12日，ケララ新政府は当州独自の産業政策声

明 IndustrialPolicy Statementを出した。それは，は

じめにケラヲの資源を検討し，ケララは現在の工業的・

農業的パケー／から工業的・高業的なものに飛援しうる

としている。そこで，中央政府の規定する州の権限の範

囲内で，当州政府はつぎのものを行なう。げ）工業の発展

のためのイシフラストヲクチャーの拡張・発展・強化，

（ロ）民間部門自身による工業設立にたいする奨励・援助，

け社会にとって重要な分野，もしくは私的資本がなんら

かの理由で遠慮しがちな分野では，政府が参入して工業

の総合的な発様をめざし，民間部門とともに＇＇ HMの急速

な工業化をめぎす。さらに中央政府にたいする要望とし

て，付）ケララ州にたいして，最少限度の工業ライセンス

を交付すること，（ロ）当州が稼ぐ外貨綴にふさわしい額の

外貨割当てを重要な機被・設備の購入のために割り当て

ること，け工業金融公社(IFC），インド工業開発銀行

(]DBI)などの中央政府関係の諸機関からケララ工業

開発公社（KIn C）に十分なルピー金融をすること，（二）

ケララ州にかなりの中央政府プロジェクトを設立し，こ

れによって，過去の計画期における投資の過少配分を穴

うめし，外｜の人口に見合うようにする。このほか，当声

明は，工業発展に資するいくつかのインセンティプの導

入を述べている。

中央政府の排他的な責任範囲内のことにたいして，－

州の政府が公式の声明で具体的な見解を表明するという

点で，この声明はインドで注目をあびた。たとえば，中

央政府プロジェクトの配分は人口に応じて行なう，工業

ライセンスの最低限件数の要求，外貨割当てをそのチ！｛の

外貨稼ぎ高にリンケすること，などの点がそれである。

ここにみられるように，新政府は，中央政府にたいし

ては要求を明確に示す一方，州内の工業化については，

.J+Iの権競で政策的に行ないうる限界が大きいことがt，箸

しく柔軟な方策をうちだした。

2. ケララ；，1,1の第4次5カ年計画案

(I) 計商作成の機構について

経済政策の基調が上述のようなところから出発した当

政府は，他の ｛：／ド諸州にみられない意気ごみで5カ年

,H耐の立案に着手した。

まず，計画立案の機構として，新たに州計蘭委員会

State Planning Boardを設けた（／，t:1）。

この委員会は，今までのインドの5カ年計画は今後根本

的に改められなければならない，との考えで，68年10月に

“Alternate Policies for the F口urthFive Year Plan” 

と題するセミナーを主催し，インド各地からおもにマル

クス主義経済学者を集めて4日聞にわたって討議した。

そこに提出された論文と，具体的な政策提案（Alternate

l'olici田）は，StatePlanning Board, !llternate Policies 

for the Fourth Five Year Plan (Kerala, 1969, 397 p.) 

という形で出版され， K.N. Raj教授などによる論争を

起こしている。

なお，新政府の5カ年計額への意欲は，当計画委員会の

まとめた文書 4thFive Year Plan (A Draft Outline) 

(1969, 261 p.以下 KeralaDraf訟と略す）の旨顕の 1

節にもそのほどがうかがu、しれよう。すなわち，

I 3 I 
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「ケララはその計画的経済社会発展の経史においてい

ま決定的段構に到墜した。当州は過玄・］8年深刻な経済危

機唖経済的情：j奪，食器などの必需品不足，主すます上昇

する物価，失業の増大などに賀商してきたが，との18年

のあとでわれわれは再び新Lい計画の出発点にある。同

署質的計画の危機の後に…・・・わわわれは再び自給的で肉生

的な経済を建設する可能性に奮起Lている。！ (p. 1) 

(2）第4次計画案の内容と特徴

前記の Kerala刀raft}:l:，はじめに過去1回の州5

方年計画の成果を検討し，農業の発震が遅れ，工業化は

無娩されたと評価し，と〈に工業面では，中央政府がケ

弓弓を軽視したと Lているυ そして「＇rララなどの＋1付1

後法性は，わが国の経済計簡の失敗をあらわしている。」

とL中央政府の政策は形式的な平等性を前提にしている

ところに問題がある，と主張している（pp.7～11）。結論

とLて， 「ケララの第4次5カ年計両lま， iウ識的な工業

イヒ，農業の近代化，自然資源の完全利用，物的人的資源

の開発によって州の経済的後進性を減じてゆ〈ととを日

ぎさねばなムないコとの課題は，州政府，中央政府，多

数の生産者，そしてとくに，…一人民大衆の自発的な熱

意ある参加など， 殻協力Lfこ努力なく Lてit遂きれえ

ない。」（p.12) 

どとろで‘ケラ弓の第4次計画案の収支続模｛士，法外

な大きさである。他の諸外！では，第3次計画にたいして

第4次計障草案の規模はだいたい 2t者ぐらいを害I・上してい

る fそれでも，州の財政カめ低下傾向がらすれ1:f，人・t;;_

模なものである〉が，ケララの場合は，第3次計画の規

模が18億2000万ノレピー（実績）であったのにたヶして，第

4次計画案では46億Jレピー，すなわち，約 2.5倍もの規

模を計上LているJ ケララ州独自の財源は，三のうち 2

億6000万lレピーにすぎず，中央からの財源援助の予想は

せいぜい30億ルピーぐらいであるので，全体の規模は35

f意Fレピーぐらいにしがなちたいはずである 3 したが〆p

て，ケララの5カ年計爾案も，他のインド議州のそれ以

I二に，対中央政府財源要求案の性格を色濃くもってし、

る。

しかし本稿では，そのような盈的側面よりも， 4l）よ

計磁案の質的性格をi奇題にしてゆきたい。

第4次言十I函｜の目標lまつぎのとおりである。

(i) ケラヲの 1人当たり同氏所特を15年以内にインド

ヰL均のそれに引き上げること

(ii）以前の計画では利益をうけなかった貧民な弱い地

位にある者（労働者，土地なき農業労働者，小農，後進
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カーストや指定カースト， トライブなど）が利益の分け

がiを増加するこ土

(iii) 地域的アンペランスの軽減

(iv）州のイエシアティブにより工業的後進性の軽減

のための意識的工業化

(v) 投入増，土地改革などの制度的変化により，食糧

不足の軽減

(vi) 主として生産性向上により，商品作物（主として

これは輸出品である）の増産

(vii）輸出貿易の制度的変更により， 1次産品輸出価

格の変動に伴う不安定の相殺

(viii) 長期的デランにもとづく降、業の発展

(ix) 自然資源の完全利用

(x）観光等の開発

(xi）失業の軽減

(xii) ti会福右上土イン7 ラスト今ケチュア

(xiii) 家族計隔の強調の継続（pp.14～15)

これらのうち，最も重要で特徴のあるのが（ii)(iv) (v) 

1廷であるω

まず，（ii）については，新政府は成立以来，左翼統一

戦線政府だけあっ仁下層大衆の組織化の促進，チIi公務

員の（とくに下級の公務員の〕賃金引上げ，中央政府公

務員のスト（68年9月〉への支持，農業労働者の最低賃

金率の引上げ（69年 1月）などを行なってきた。

このととと，第（iv）項の工業化とは，一般的には矛盾

する劃係にある。これらの措置は，工業労働者の賃金コ

ストを引き上げる方向にはたらくからである。

しかし，今のところ，一般釣に！1；く指摘されてヤるほ

どには，この矛盾は必ずしも明らかではない。工業におけ

る争議件数が多少顕著になったとしても，それは，近代

的大工業においてではなくして，カシュー，コイヤ（ヤ

シの実の皮の繊維）などの産業〈第4次計画ではこれを

伝統工業と名づけている）においてである位2）。一般に

ケララでは，近代的大工業の争議は激しいものではない。

次賓の支のように伝統工業に多額の資金を第4次計

画から割り当てようとしていることは，この産業の近代

化、生産性向上に力を入れようとする政策のあちわれで

ある（注3）。

第（iv）項の工業化については，このように，伝統工業

に一つの力点をおくとともに，大・中規模の工業の発展

lとも重点をおいている（次表参照）。それは，ケララのよ

うに， l二地が狭く，おもな工業が伝統工業であり（その

ため， 1人当たり付加価値額は農業よりも工業のほうが
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ケララ州、｜ 第3次～第4次J十闘の分野別支出内訳 （単位： 10万ルピー，カッコ内は%）

｜第3次1十l剖（喫綴） I 66年度 I61年度 i倒年度 1第 4次 計 断 案
I 'I次＂Ii函i＇年｛ A'.it，弱｜年次計日時 l

I 農 林水路 I 2,566 
農業 生 Lイ I 1,012 
濯 滋（小燥機） ¥ 560 

H 協同 組 合 ， 村落開発 I 1, 1街
頭 j肇 j翫（大焼機）・発篭｜ 7,621 
IV工 主 I 1.462 

大・中 規 機 I 848 
伝統工 業 i -
小規模・手工 業 i 612 
プラ J 年 ショ

V 運 輸・通 い I 1, t87 
VI 社会十 ピ λ I 4,192 
Vilそ の他 I 28 

ノh

4斗 H I 18,163 
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（出所〉 State ドlannin日 Board,4th Fi·,•e r'<'ar !'Ian (A /)raft OutliJν） (Government of Kenda, 1969), pp. 

:m～：12. 

ケララではずっと低い〕，しかも国民所得のうちに工業

生涯が占める比率が低下さえしている（剖年度からあ年

度tこがl十て，~業の比長崎54 5＇｝もがら 17.砂川とll＼下 L.三

が，工業の比箪もまた162%から14.4%に低下した〉の

であるから，近代工業の育成しか経済発展の展望がな

い，とし、う認誌に上るものである主4'o 

そして，ケヲラ人共通の不満t土，中央政府がその仁業

プロジ工クトの投資の地域的配分に関してーケヲうを冷

遇してきた，という点である。人口比（インド全体の

3.85%〕j，らすれパ，従来の：211点、以上内投資がケラう JH

内iこ内It「hれてもとu、itずである｝そして‘特に，ケヰヲ

は，インドにとって最も貴重な外貨を多額に（インド全

体の11%）稼いでいる，というのである。ーのことから，

Kera/a nra/tは，中央政府方， 4次計li討中に32｛！色Jレピー

に相当する中 Iた政1/'.f直常の大・中害児模工業投資売ケヲラ

にするように要求している（p.140）。

ケララの第4次計画案のうちで肢も興味をひくのは，

上記第（vj項の薬業，特；こ米生産上習のため丹新戦絡 Ciを

述のYp P）である。

第4次計画の農黙部門の一般的目標は，（i）当＋Mの食憧

不足，特に米不足を急速に軽減してゆき，相対的に 1'.J給

度をあげてゆくこと，（ii）主として生産伎の増大によっ

て商品｛下物（ココナツ，コショウ 甘さE，カーダモンR

カシュー・ナット，ゴム，コーヒー，茶な~）の：生産の憎

強である（p.67〕。第（ii）項の商品作物の場売のケ法がJっ

として生産性の増大にもとぺき， i下付のE若干実の拡大によ

るtのではなし、とし、う限定をつけていることの理由は、

第 1に，ケララでは宋耕地が非常に少ないとャうこ在

ぃL5）ばかりでなく，第（i）項の食樋（米，ケピオカなど）

の生産のJJ1；大にm害とならぬ：；うに，という用IEカ‘t-,-:: 

あろ’J0 

第4次計閣の農業政策のうち，最大の重点は米の自給

度の引上げである。現在，ケララは，米の全消費の！＞1%は

｛也のチHから千年入せねばならない との自給率の低さはケ

づラの？土会不安の大きな原因のーっkな－－，てきた(ii6 )0 

第4次計画案によれば，米の自給率を第4次計両末には

60%，第5次計画末には75%にしてゆく。このような急

速な発震が可能かどうか凝わし し刊7¥しかLこの方策

l，して、（i）「イコラーJ（“Yelah”）を単位にして米生産

作組織化し，特定の耕作方法を強制する。（ii）改良品種

(IR-8, Taichung Native 1, Culture 28など〕， ffE科，

＊・農薬，金融などの投入増など新耕作妓衡の導入をつ

ろじて土地生産性をあげる。（iii）干拓と開墾。（iv）イン

フラストラクチャーの整備（p町 61-62）。このために編み

だされた新し ν戦時， Yelah Production Programme 

(YPP）；土，少ながらず注 iiされてよい計画であろうと

思われる。

この新戦略の導入は， 「過去の計画の努力は望ましい

彰響を農業にもたらさなかった。・…・ノf・ソケージ・プロ

グラム（IADP）でさえも，それが最良の水田地区で，生

産に必要なあらゆる便宜を集中的に保証したのに，米生

産に所期の進歩をもたらさなかった。これらのことは，

耕作者特にfト規模経営のものの大部分が，いろいろの理

方でかれらのために提供された便宜を利用しようとしな

かったことにおもな原因がある。過去の経験からの教訓

は，いかなる集約農業計画も，その計画にすぺてのまた
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は少なくとも大部分の耕作音ポ必ず多与するような仕組

みになっていてはじめて成功する。J(p. 62）という過去

の経験の総抗にもど，；いてう九だ占れたもので，つぎの

ような内容をもった，きわめてユニークな戦略である0

1 (I まず‘米の生産組織の広礎ぴjlji.位を， Yelah土い

う唆聞を考えるの Yelahというのは，ココナツの楠え九

れと丘とか川などのII司にある、 !'.-Ji.！＂；的にひとつづきの，

.ts上そ 5()11工ーカ一世度の木悶をさす。

吋その Yelah内に水稲を耕作すろすべての農民は

:itl11Jして，；，＼J!土人物／） 人手と，その最適時の役人ヤ行な I,'' 

収穫も共同で行なう。ただし土地所有権おにび収穫物i士

側人に帰版する。

け Yelah ゴとに耕作荷の代表よりなる ~n会合設

け町品種v'I）主定，十土人物(flir よ低限位以と投入11ケ期，その

他必要に応じた決定を行なう。千i司主n会の決定は強制

t；やもつ（州政府1土w のために適，t,,t：.伝法的外買え＇ l:

ごれとともに，~民の「内発的意芯 l lこ高tli避をおいて

ヅこTADT'：士廃止－J-,:, Cケーい7では I:'¥DP it Allep1川

と Palghatの両 Districおで実梅されてきた）o

Ye！山委員会の決定しと投入士f子な.., 0）；こ必＇Wic

資金のないものは， Yelah委員会が政府，協同組介銀行，

H}i咲銀行かλ資金引特りてfrし付ft;:, 資余（あるけt

J¥l物）の貸付けをえけたものi±，以後時にYelah委以命

に返済する。協同組合銀行，商業銀行のな場かむかえば，

貸付金は ＇，•｝）ば集団的に候“正 3れ口、る（Y，白いh 委IL\

が貸付先）ので安全度が高い。

そこで YI》Pはっき？のような意義をもっ口、るとだえ

らhる。

(iJ 無；，n，無関心、資金のが足のし、ずれかの理由・c.
正しい肥局管理も新しい耕作技術の導入もしない農民全

教育し，説得し，強制し，資金を与えることによって，

生産技術の普及をはやめるつ

(ii）部分的にではあるが，土地の細分化のもつ非経済

性を超越し，規模の経済を享受できる。

(iii）完全な共同耕作への物心両面の準備をする。ケ

づっ人は著しく個人主義的であるから，共同化を嫌う。

しかし， YドPは，士一地の所有権も，収益絡も完全に保

証されていて，共同化される面は，物的により大きな収

誌をもた （） 寸ような種類の1，のであり，これに参加「る

ことは，物的インセンティブがある。ここには，生産手

段の私的YJi釘権のJJ；王刈と，小農零細経営（Ii:Kiの共同化に

よる生産力の発展の原則との，みごとな融合をみること
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ができる。

(iv) YPPが全而的に普及した後になれば，もし断行

Lょうとすれば，各地に分散して1：地を所有する不在地

主層の摘発が容易に行ないうる。というのは， ypp委

民会にたし、してlt，公然たる虚偽の登録はおそらく不可

能であろう。各 YPPのヂーケを全リー｜・lで集約すれば各農

家日IJの！地所有の実態がわれってLまうからであるο

校術的にはさまさ、まの問題（指導者の問題，意見調整

の問題）があろちが，当・JHの左翼統←一戦線政府らしきユ

ーケ ti政策であλう。 Lかも，この案が議会で討議に

付された時，会議派も合めて，あらゆる政党が賛成をし

この yppの導入する地域はG地区27万エーカーを当

1(11めざJ、としており（p.7礼 導 入Lた場｛＇，，生産t1ーを

2併にする，としている（p.62）。

ケラつの農業lliJ4h計荷3パ〉う一つの特徴l土，急進的な

災地d（郁業である。新政府は KeralaLand Reform Act 

(1963年）が抜け穴だらけであるとし， KeralaLand Re民

i一orm(Am 

1支府が一定の日時に，地主のあらゆる権利を強制的に取

得する作［授を政府に与えることを決めてνるという点で

おそらく全インドの土地改革のなかで最も急進的なもの

Cあろうと思われる。さ人に，現行ーの法律は， Kutlanad

l佐々を適Illから除外してU、るが．二の法案は，その例外

も認めないとする（／19）。

Cd l) ・'f.(l f、の構成； iつぎの Eおり ・cP）るo

C tllk〕E.M, S. Namboodripad （州首相〕

「；，ii］ゴfi '1 j司 M K. A. Hameed （無所脱力下bi:,.&,(1, 

Tこだし共産党間派の支持か）

〔委f)〕（J)P. K. Kunju (Kerala 自amyuktaSocialist 

Party ill身の大蔵大！｝［）

(2) Joseph Mundasseri教授（社会福祉担当。：＇＞ 7年

処産党政府の敦子t相で， f:の解千f:i！）契機となっえ教育

法案の簡捷の資任閣傾，その後離党して，教会でその

あや tr，を「；＜；l可Jしたことでわ名）

(3）’r. P. Kuttiammu （農業担当。 RetiredChief 

Engineer, P. ¥V. D., Kerala Governmentで， i葎j伎の

投師。ムスリム連盟に支持されている）

(4) K. Mathew Kurian博士（ケララ政府経済ml

問。 ( ／ドにわける外臼資本にぜ丸、て有力あり。 行委

員会の事実kの総指者〕

(;,) M. Gopala Menon 〈ケ ＇！ ＇）致府"fr／；｝長1守）

(ii) V. Ramachandran （大蔵省事務次’fr)
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〔・；＿，員獄事場局長j P. K. Gopala Krishnan I宇土（州

経済統計！”j長。ケララの経済事情研究の第 l人道であ

ろ＇，）。

（注 2) たしかに，労組し1数4新政府成立4長期大し

て、、ろじ

I l錨5年 II附；じ 1967 tr 1 1968年

3 /J 31日現/1:の労組紋 i1131 I 1129 I 2049 1 2277 

｝円 /JI t. I 2 -2 I :12坦 220 

11：所J ケ＇ j州政1/j労働向。

このうち，業樋思ljにみて66年から68年までに労組iか

非常に精力IIしたものは，つざの業種である（カッコ｜人1

( J;・机数〕。農佐（511,1,C.69），漁お（2“心、ム，n），ア

・J j テー，；.， i ン（ 1あれら151), ff, !J何 ）bC,67), f:主

'l/＇.・（35かん49），商店（43から73），ヤ γ持有線取（52から

91），自動車修塑（43から72），機械（49から82），印刷

cwか心46），訟判Iム(105から126), Hi油・石りん（28

カ，44〕。この粒子U、従京組依化〆関係であっ／： J: 

4な種類の非近代的常細業種での組織化がすすんでい

ることを示唆している。

（注 3) 心、統工業γl, 勺 7ラにわける工業1;f動力 ｝）

k半を時収 lノて i、る。ちなみ仁， コ fヤ殴業にほ40-

60万人，カシュ一成業には10万人が従事している。（カ

，；，ューの場合は大部分がエ場法規定エ場であ叫が，ケ

ブラ （｝） 工場万働おは20万人であり，，rの〉ちイJ-'¥'sき（ t;, 

7) ／ュー産業従事者：ある）

（注4〕前出の 4thFive Year Plan (A Draft 

Outline), pp. 8～12, 17 . ..:. v>ょっな背負論は， ケラヲ i!)

従済論lよ共通する見解で丸る。たとえιt,P. K. Co-

palakri,hnan，“Strategy of Economic Development 

in Kerala," Mainstre仰 i, Mar. 9, 1968; M. Kutta-

ppan，＇‘ Kerala’s Economic Development: I’roblem可

and Prospects," Mainstream, Mar. 15, 1969包＇ 0 

（注5) 全インドド均／）可耕地にたいiる隣地面i績

の比率（利用率） li82o/oであるが，ケララのは92%で

ある。ケララの土地利用率は非協’に尚い。それば， Tラ

ヲを訪ak目が，だれでも得乙 l[J象、あ三fにちがi、与

しv fとえャJ, ,1，央トラヴ fン令ーん地平I¥CぁiLi.:' 

畑にヤシを陥え，その本除にタピオカをll/1え， γシcl)

幹にコシ三ーのつるをまきつけてい必。

〔注 6) 66年のケララ・ペン 1・Cft績デモ・ゼ干ス

：）は，以前；t統・で万なかフ土 7党が統ム戦線を／〉く

るきっかけになったものであると思われる（E.M. S. 

Namboodripad, Kerala; Yesterday, Today and 

ー『一世現地報告一ーー｝’～

Tomo門・ow,second ed., 1968, p. 235)0 

1！~維に L、えば，問題は自給率の低さ -i:のもの之は包

く， i也州がらの供給量の低さ， しかもその不安定住，

そ Lて高価格子あんう。ケヲラ（・ i主，現在，全州・Iにわ

たって配給制がしかれていて，新政府は多大の財政的

負担をかかえながり消費者米価総給をしている。米の

;t;1・''1景』よ不足（ているが，その配給量の変更も驚く μ

どm繁ごある。 671ド5Jl以降， 69年初瀕までの 2年初l

に， 8l"!lも変質している。

ca 1) じもか Jr，わりず，淡材、 ），r;｛山 GovinclaNair 

JCi tそJiEも，まとn!・.:: l土；位少，l'I'f1lれ.： i;と司、ごいろ

と，不満をもらしていろ（インタビューにもとづく》

また， The Hindu, Feb. 13, 1969，重量照）ω

Cl!: 8) ¥!¥ i世保 fr農家二l'i数 I}j"fiのうじ， ω%か

1 CL-}J ・以下の経営tl,l.燃ごあり，まァー， 9:1%が5.L  

カー以下である，，

もっともケララの米余地幣 Kuttanad地方， とくに

その ltli地帯むは ・Jq育li異なり， f差醤面績が数「エーー

カ をもっ家/ilが， JosephMurikkan, N. Suhrama 

nia Iyer氏や Kottarathil家の 3家族あり，これを合め

て1000品ーカー以上のものが 5～6家族あり， 5似） ι

ープi-U上の家1語、 fj:50～60家勢、ケらいといわれてか

る。この地方li. J¥,I,行の土地改挙法か H除外されてい

る。トりヴアンドラムで聞いたところ，近代的農法の

溝入で先進的な俊民が多いと聞いたが，現地で 2家放

のた農場を視'f,ミしたかぎりとは，新品稀の噂入も遜iL

ており，！ーかも葱J需が主さあ〆》た。そのおもな理1!1は，

労働力入手難もしくは労働争議によるもので，経営者

の l人は阜く操業から足を洗いたい，といっていた。

ちなみに，その経常者は，日I］に， ll再広とゴム・プラン

テーションを経営 Lている。当地方では， ll援労働に

依存し，労働争議が激しい。当経営者の家も獲が投11

によってあちこち穴があいていた。当地方の場合，し

たがって，零細経営でない去でも，急速に当量il:l年を］：

げるような状熊にはないようである。

（注9〕 しか L，この法が議会を通過するlliiに，新

政府は刷機した。法案の内谷は， KeralaDraft, pp. 

22,71～75, ;j:; Kびより詳細には KeraleLand Reform 

(Amendment) Bill, 1968を参照。なお，当新政府崩域

後成立したもう一つの連立政府（MiniUnited Front 

Government）が法を成立さそ＋，70:if 1月 111に'm効 I,

f：。

（調査研究部）
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